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Ⅰ 行政改革計画・財政健全化計画の体系 

（1）策定の目的 

平成 29 年 6 月に第 2次吉賀町まちづくり計画を策定したところですが、まちづくり計

画の着実な実行には、町を取り巻く環境の変化や厳しい財政状況に対応しつつ、確かな行

財政基盤を確立することが不可欠です。 

そのため、持続可能で安定的な行政運営の確立を目指し取り組んでいくことから、これ

まで別計画であった、行財政改革プランと財政健全化指針を合わせた計画策定を行うこ

ととします。 

新たな行政改革計画及び財政健全化計画を策定し、それに基づく不断の取組を進めて

いくことにより、まちづくり計画を着実に推進し、住民サービスの一層の向上を図ります。 

 

（2）期間と進行管理 

 令和 2 年度から令和 6年度までの 5年間とします。 

 また、取組は新たに生じる課題や進捗状況を踏まえ、柔軟に対応することとし、まちづ

くり計画との整合性を確保し、事業に反映しつつ進めていくこととします。 

 

第４次計画と関連諸計画の期間 

H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06～ 

    
 

  

 
      

 
 

 

 

   
 

 

   
 

   

 
 

     

 

  

第２次吉賀町まちづくり計画（Ｈ29～Ｒ08）※前期評価Ｒ3 

第３次行財政改革プラン 

第３次財政健全化指針 

第４次行政改革計画・財政健全化計画 

中期財政計画（毎年度見直し） 

第３次定員適正化計画 

第１期吉賀町総合戦略（Ｈ27～Ｒ3） 
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（3）推進体制 

住民意見の反映を図るため、行政改革推進委員会の意見を受け、行財政改革推進本部を

中心に、推進主体として庁内委員会等を活用し、計画に取り組みます。 

 

第４次計画の推進体制イメージ 

                   

 推進委員会  住民  町議会  

 報告↑  ↓意見    ↑公表  報告↑  ↓意見  

     

 庁内委員会（主管課） 

指
示
↓ 

推進本部  

 広報広聴委員会（企画課） 本 部 長  

 文書管理委員会（総務課） （町長）  

行政評価活用委員会（総務課・企画課） 副本部長 

 組織機構・人事管理適正化委員会（総務課）  （副町長・教育長）  

 電子計算システム運営委員会（総務課） ↑
報
告 

本部員  

 ﾌｧｼﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進、財政健全化委員会 

（総務課） 
（課長･次長･室長･局長） 

 

 債権共同徴収対策委員会（税務住民課） 事務局（総務課）  
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Ⅱ 行政改革計画 

（1）計画の基本方針 

 

「住民参画と協働による、更なる質の高い最適化した行政サービスの実現」 

参画・協働 : 行政の公平化、透明性を向上させ、住民と行政の信頼確保 

意 識 変 革 : 選択と集中、最適化という新行政サービスのあり方へ意識変革 

経 営 基 盤 : 目標管理や成果による評価を重視する運営への転換 

 

地方行政をめぐる環境は極めて厳しい状況が継続し、自治体は、増大多様化する行政需

要に対応しながら、地域社会の活性化と住民福祉、町民サービスの向上を図ると同時に、

持続可能な行政運営のため、行政改革を強力に推進実施し、簡素にして効率的な行政の実

現を目指さなければなりません。 

町では、吉賀町行財政改革大綱及び集中改革プラン（第 2次）に続いて取り組んだ第 3

次吉賀町行財政改革プランについて、次のとおり総括しました。 

 

第 3 次行財政改革は真の「質」の改革を目指したものの、結果として真の「質」

改革にならなかったということができます。（略）このことが、十分な結果が得ら

れるものとならなかったと考える理由であり、取り組み全体をみたときの総括とし

たいと思います。そして、このことを率直に受け止め、冒頭記載したとおり、今正

に更なる真の「質」の改革が求められていることから、この点について第 4次へ、

その基本的考え方やその理念を引き継ぐと同時に、第 3次の取り組みの中で明らか

になった課題等は次期計画へ引継ぎ実施することとしたいと思います。 

 

  以上の総括を踏まえ、第 4次は、基本的に第 3次の考え方を引き継ぎつつ、持続可能で

安定的な行政運営の確立を目指し取り組みを進めます。  
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（2）取組事項 

①情報の共有化と協働のまちづくりを充実させる改革 

地方分権の進展にあわせ、自治体の自己決定権が拡大していき、あらゆる分野で情報

が共有されます。協働のまちづくりを一層推進するために、次の項目に取り組みます。 

情報の共有化と説明責任【広報広聴委員会、文書管理委員会】 

協働の前提となる積極的な情報公開と説明責任の徹底を図るために、協働のパ

ートナーである住民に対し、わかりやすい行政情報を公開することで、情報の共

有化と行政の説明責任を果たします。 

そのための基盤となる文書管理体制をより一層確立し、事務の適正化及び能率

化を図り、公文書の管理について定めた条例制定を目指します。 

  

②事務事業の大幅な見直しによる改革 

  財政状況がますます厳しくなる状況下にあって、住民に真に必要なサービスを提供

するために、施策や事務事業を厳選し最適化すべく、限られた行政資源の効率化に努め

ます。 

事務事業の見直し【行政評価活用委員会】 

すべての事務・事業を対象に継続的に課題抽出を行い、事務改善の取り組みを

全庁的に推進します。また先進事業を研究するなど様々な事務事業の見直しの手

法を検討し、住民満足度の向上と行政コストの削減に努めます。 

 

③人材育成を定着させる改革 

組織全体として効率的な行政経営体系を確立することが重要課題です。そのために

は職員一人ひとりの意識改革と能力開発を総合的に推進する必要があります。 

これらを踏まえ、「吉賀町人材育成基本方針（平成 19 年 3 月策定）」に基づき、職員

の意識改革と能力開発に努め、組織力の向上を図ります。 

人事考課制度の活用【組織機構・人事管理適正化委員会】 

人材育成の具体的方策である吉賀町人事考課制度を活用し、職員個々の能力や

実績等を適確に把握し、職員一人ひとりが目的意識を持って職務遂行を行うよう

意識改革を行い、職員能力の向上と適切な人事配置による活力ある組織風土の実

現を目指します。 

また、時間外勤務の縮減や休暇取得の促進など職員のワーク・ライフ・バラン

スを推進します。 
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④組織機構と人事管理の改革 

地方分権の進展に対応し、新たな行政課題や多様な要望に即応した施策を実施する

ためには、合理的な組織・機構であることが求められています。 

また、定員管理及び給与等の人事管理の適正化に努めます。 

効率的な組織機構の構築と人事管理の適正化【組織機構・人事管理適正化委員会】 

人事考課制度を活用し、効率的な組織機構の構築を目指すとともに、定員管理、

給与の適正化により総人件費の抑制に努めます。 

 

庁内電算システムの効率的な運営【電子計算システム運営委員会】 

電算システムは、行政活動を進めるうえで必要不可欠なものになっており、運営

そのものが行政改革に関連してくることから、効率的な運営に努めます。 

今後は、マイナンバーを利用した業務が増加すると考えられ、さらなるセキュリ

ティの確保等を行い、法改正に遅れることなく、円滑な運用に努めます。 
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Ⅲ 財政健全化計画 

（1）計画の基本方針  

 

「自立し、持続可能で、透明な財政運営を目指して」 

 

  町の財政は、平成 17年度に策定した行財政改革大綱、行財政改革集中改革プラン、平

成 27年度まで 3次に渡り策定した財政健全化指針に基づく取組を行い、健全化が進みま

した。 

  しかし、歳出面では、人件費、公債費、社会保障経費等の義務的経費に一般財源の大半

が充てられており、少子高齢化の進展等に伴い、社会保障経費は増加しています。また、

地域医療確保、公共施設、地域経済活性化、会計年度任用職員制度への移行等の新たな財

政需要への対応も必要となっています。 

  歳入面では、町税等の自主財源に乏しく、地方交付税等国からの収入に依存しているた

め、財政基盤が脆弱です。都市部ほどには税収の増加が期待できないため、地方交付税の

減少によって一般財源総額が減少しており、財政運営に大きな影響を及ぼしています。 

  このような厳しい財政状況にあっても、社会経済情勢の変化に的確に対応しながら、多

様な住民ニーズを踏まえた施策を展開していくためには、自立し、持続可能な財政運営を

確立していく必要があります。 

  このため、今後は、「自立し、持続可能な財政運営」を目指して、事務事業の見直しや

町税等の自主財源の確保に引き続き取り組むとともに、中長期的に安定的な財政運営を

行うため、将来負担にも留意し、町債残高を適切に管理しながら、基金の確保に努めます。 

また、将来の財政需要を見据え、公共施設の維持更新費用の抑制や施設総量の適正化等

のファシリティマネジメントを推進するとともに、費用対効果、緊急度、優先度等を政策

的・経営的に判断し、選択と集中による効率的な事業展開を図ります。 

さらに、「透明な財政運営」を目指して、財政マネジメントの強化を図るため、統一的

な基準による地方公会計の整備を推進し、財政情報の公表を積極的に進めます。 
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（2）取組事項 

 ①財政マネジメントの強化 

   事業効果や進捗状況等を適宜チェックしつつ、全体の最適化を図り、政策を計画的に

取組むために、まちづくり計画の進行管理とともに、翌年度の予算編成・査定に反映さ

せる財政マネジメントの仕組みを構築し、効率的で合理的なＰＣＤＡサイクルと推進

体制を確立します。 

 また、コスト意識の徹底と既存事業の必要性や事業手法の妥当性、費用対効果等を検

証し、住民生活への影響にも十分配慮しながら、事務事業の見直しを進めます。 

 

 ②自主財源の確保 

   税務行政の公平性、公正性、透明性の原則を踏まえ、課税自主権の活用と徴収率の向

上を、債権共同徴収対策委員会で町税徴収体制の強化を検討し、町税収入の向上を図り

ます。 

   公営企業の運営については、独立採算性を基本に効率的な財政運営を推進するとと

もに、一般会計においても、住民負担の公平確保と受益者負担の観点から、利用者の受

益の程度に応じた適正な負担となるよう見直します。 

   また、クラウドファンディング等を活用したふるさと納税制度の研究、検討を進める

とともに、企業と協働した施策を推進するため、企業版ふるさと納税の活用を図ります。 

 

 ③ファシリティマネジメントの推進 

   平成 29 年 3月に策定した「吉賀町公共施設等総合管理計画」に基づき、将来の人口

減少を見据えて、これまで提供してきたサービス水準は可能な限り維持しつつ、施設の

統廃合を行い、公共施設総量の縮減を図ります。 

   今後も保有し続ける公共施設について、老朽化度合いに応じ、計画的に修繕や耐震化

を進め、長寿命化を目指す一方、更新を行う場合は、将来的な町民のニーズを見据えた

うえで、他の施設機能との複合化や集約化を前提として、ファシリティマネジメント推

進委員会を中心に検討を行います。 

   インフラ施設については、中長期的な修繕計画による長寿命化を図り、新設や更新を

行う場合は、長寿命化が期待される工法を取り入れるなど、ライフサイクルコスト低減

を図ります。 

   また、令和 2 年度末までに個別施設ごとの具体の対応方針を定める計画として、点

検・診断によって得られた個別施設の状態や維持管理・更新等に係る対策の優先順位の

考え方、対策の内容や実施時期を定める「個別施設計画」を策定します。 

   未利用町有地の処分促進や町有資産の活用による収入確保を図ります。 

 

④町債残高の適切な管理 

  将来世代に過度な負担を残さないよう、原則、交付税措置があり、財政負担の少ない

地方債を選択します。また、貸付利率が有利である資金借入を活用し、支払利息の圧縮

を積極的に進めます。 

  新規町債の発行抑制や決算剰余金や減債基金を活用した計画的な繰上償還の実施に

より、町債残高を適切に管理していきます。 
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⑤基金の適切な活用 

  基金については、これまで着実に積立ててきた結果、一定規模の基金残高を確保して

います。 

しかしながら、今後、大規模災害の発生に伴う財政需要の増加や、経済状況の変化に

伴う地方交付税減等の歳入の減少、公共施設の長寿命化対策等による公債費の増加等

が生じた場合にあっても、適切に対応し、安定的な財政運営を行っていくための備えが

必要です。 

このため、基金については、引き続き、予算の執行段階での経費の節減等により取崩

額の縮小に努めるほか、地方財政法に基づき決算剰余金の 2 分の 1 を着実に積み立て

るとともに、財政状況も勘案しながら更なる積立てを行うなどにより、必要な水準が維

持できるよう残高の確保に努めていきます。 

 

⑥財政情報の公表 

  住民や議会等に対して、情報提供をさらに充実させ、より透明性が高く、分かりやす

い財政情報の公表に努めます。 

  統一的な基準による地方公会計マニュアルに基づき、固定資産台帳の整備を行い、連

結対象団体を含めた財務状況を明らかにするとともに、様々な角度からの財政分析が

可能となる財務諸表を作成公表行い、資産債務改革に向けた検討を進めます。 
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（3）計画期間中の財政見通し（令和元年度中期財政計画より抜粋） 

本町の財政は、自主財源に乏しく、地方交付税や国・県支出金等に多くを依存してい

る状況です。また、普通会計における地方債残高は平成 30年度末で 81.9 億円となり、

今後見込まれる公債費の増加が財政運営の逼迫要因となっています。 

まず、歳入面では、総額の多くを占める地方交付税及び地方税が、国勢調査人口の減

少等により減少していくことが予想されます。さらに、普通交付税の合併算定替による

措置は令和 2年度で終了します。 

一方、歳出面では、平成 26 年度以降普通建設事業費の増加、公共施設の維持補修や

更新に係る費用が膨らみ、令和 2年度には公債費が 10億円を超える見込みです。 

総体的には、これまでの財政健全化の取り組みもあり、改善に向かっていたものの、

公債費等の大幅な増加により今後の財政見通しは非常に厳しい状況にあります。 

 

 

 

 

  

【歳入】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円、％）

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

575 560 557 545 530 525 520 506 501 499 496 494

194 224 223 235 241 241 241 250 250 250 250 250

3,225 3,276 3,255 3,172 3,217 3,242 3,253 3,231 3,127 3,043 2,928 2,876

41 42 49 48 48 41 33 29 26 26 25 25

101 100 101 100 100 100 100 99 99 99 99 99

875 1,123 1,104 927 1,037 1,055 917 859 856 853 850 847

249 452 471 375 145 145 245 199 199 149 199 199

1,017 1,080 731 746 445 403 502 531 527 525 523 515

229 222 128 125 159 191 156 154 189 156 183 180

6,506 7,079 6,620 6,273 5,921 5,943 5,966 5,858 5,774 5,599 5,553 5,484

【歳出】

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

1,010 1,037 1,032 1,039 1,038 1,038 1,031 1,043 1,034 1,030 1,035 1,035

801 786 783 765 747 747 747 747 747 747 747 747

804 802 818 802 798 800 792 788 787 785 798 796

1,232 1,176 1,013 970 953 917 997 884 866 845 833 828

1,026 1,561 982 795 670 657 609 564 583 529 529 529

651 867 1,109 1,094 871 970 973 981 943 827 779 746

603 616 641 610 607 607 607 607 604 601 599 596

219 188 200 121 128 127 133 132 131 130 129 128

6,346 7,032 6,577 6,196 5,812 5,863 5,889 5,745 5,695 5,494 5,448 5,405

160 47 43 77 109 79 78 113 80 105 105 79

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

基金取崩額 226 438 457 361 131 131 231 185 185 135 185 185

基金積立額 109 106 120 42 50 50 57 57 57 57 57 57

基金残高 3,196 2,865 2,528 2,208 2,127 2,046 1,872 1,744 1,616 1,539 1,411 1,283

8,193 8,389 7,951 7,614 6,980 6,461 6,003 5,523 5,027 4,518 4,147 3,819

経常収支比率 89.4 90.3 91.1 94.3 90.5 92.1 92.8 92.2 93.2 91.6 93.3 93.9

実質公債費比率 5.8 7.1 8.8 10.8 10.0 9.0 7.2 7.2 7.1 5.3 3.5 3.0

区　　　分

基
金

地方税

地方譲与税・交付金等

地方交付税

分担金及び負担金

使用料・手数料

国・県支出金

繰入金

区　　　分

地方債

その他

繰出金

その他

歳入合計

財
政
指
標

区　　　分

人件費

物件費

扶助費

補助費等

普通建設事業費

公債費

歳出合計

歳入合計-歳出合計

地方債現在高
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（4）財政健全化の取組状況と財政見通しの公表  

今後の地方税財政制度や社会保障制度等の改正、景気動向などを踏まえ、毎年度の中期

財政計画において、財政健全化委員会等で協議し、ローリング（時点修正）を行うととも

に、計画策定後の施策の進捗状況の変化など、計画を修正する必要が生じた場合には、適

宜反映します。 
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 参  考  

現状把握は、計画を立案し実行する上でその根拠となるものであり、必要かつ重要なもの

ですが、項目によっては少なからず変化があることから、行財政改革プラン本文には記載せ

ず、以下参考として整理することとします。 

 １ これまでの取り組み  

 

◆第１次プラン（平成１８年 1月～平成２１年度） 

『行財政改革大綱』及び『行財政改革集中改革プラン』 

改革が目指すもの ①住民とともに進める地域経営 

②財政の健全化 

③合併による課題の解消 

改 革 の 指 針  ①財政健全化とメリハリのある財政運営 

②組織改善と職場の活性化 

③情報公開と住民参加システムの構築 

実 施 項 目  １２５項目 

    実 施 状 況  達成若しくは概ね達成 １００項目 

３割以下の低達成    １４項目 

 

◆第２次プラン（平成２２年度～平成２６年度） 

『第２次行財政改革プラン』 

基 本 目 標  住民参画と協働による質の高い行政サービス 

改 革 の 指 針  ①情報の共有化と協働のまちづくりを充実させる改革 

②事務事業の大幅な見直しと民間活力による改革 

③人材育成を定着させる改革 

④組織機構の見直しと定員適正化等の改革 

⑤財政の健全化 

    実 施 項 目  ３０項目 

    実 施 状 況  達成若しくは概ね達成 ２８項目 

３割以下の低達成    ２項目 

 

◆第３次プラン（平成２７年度～平成３１年度） 

『第３次行財政改革プラン』 

基 本 目 標  住民参画と協働による質の高い行政サービス 

改 革 の 指 針  ①情報の共有化と協働のまちづくりを充実させる改革 

②事務事業の大幅な見直しと民間活力による改革 

③人材育成を定着させる改革 

④組織機構の見直しと定員適正化等の改革 

⑤財政の健全化 

    実 施 項 目  ６項目 小項目の詳細は１２項目 

    実 施 状 況  達成若しくは概ね達成   項目 

３割以下の低達成     項目 
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 ２ 行財政を取り巻く環境  

 

行財政を取り巻く環境は、当分は以下の傾向が続く可能性が高いと思われます。 

取り巻く環境 内 容 想定される影響 

地方分権 

地方創生の推進 

働き方改革 

◇権限移譲 

◇地方創生対策 

◆業務量増 

◆裁量増 

◆業務内容の見直し 

経済情勢 

 

◇経済状況悪化 

◇雇用減 

◆税収減 

◆扶助費増 

人口減少・少子化 

 

 

 

◇生産年齢人口の減少 

◇子どもの数の減少 

◆税収減 

◆交付税減 

◆労働力減 

◆保育、児童関連施設見直し 

高齢化 

 

 

◇高齢者比率の増 ◆扶助費増 

◆公共交通、防災対策増 

◆地域の担い手減 

医療・福祉対策 

 

◇地域医療対策 

◇福祉施策 

◆医療対策費増 

◆扶助費増 

環境対策 

 

 

◇温暖化施策 ◆水質、森林保全対策費増 

◆省資源対策費増 

◆循環型産業推進 

施設老朽化 

 

 

◇昭和４０～５０年代に建てた

施設の更新時期到来 

◆修繕費増 

◆更新経費増 

◆利用者減 
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 ３ 吉賀町の人口推計  

吉賀町の年齢構成を年少人口（0～14 歳）、生産年齢人口（15～64 歳）、高齢者人

口（65 歳以上）の３区分に分けて推計すると、平成 12年からすべての年齢階層で減少

傾向に転じています。特に年少人口の激減は、本町の将来に不安を抱かせるもので

す。平成３8年には、年少人口（0～14 歳）421 人、生産年齢人口（15～64 歳）2,192

人、高齢者人口（65 歳以上）2,512 人になるものと予測されます。 

今後は、計画目標年度である平成 38 年度において、年少人口（0～14 歳）458 人、

生産年齢人口（15～64 歳）2,385 人、高齢者人口（65歳以上）2,733 人を目指します 

■ 年齢人口指標 

※平成 12～27 年：国勢調査結果に基づく実績値  

※平成 32～38 年：まち・ひと・しごと創生本部推計  ※目標人口：吉賀町人口ビジョン 

■ 年齢 3区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】平成 22 年までは「国勢調査」のデータに基づく実績値、平成 27 年以降は「国立社会保障・人口問題研究 

所」のデータに基づくまち･ひと・しごと創生本部推計値 

1 ,8 35 1 ,777

1 ,679
1 ,429

1 ,2 81 1 ,1 01
893

717

587 506 433 375 336 308

5 ,737 5 ,926

5 ,4 04

4 ,8 85

4 ,6 19

4 ,176

3 ,657
3 ,365

2 ,9 04

2 ,529

2 ,2 35
2 ,022 1 ,833

1 ,5 971 ,550 1 ,7 12

2 ,0 82
2 ,4 11

2 ,7 00 2 ,902 2 ,812

2 ,717 2 ,7 62

2 ,6 90
2 ,551 2 ,354

2 ,148
1 ,9 97

9 ,122
9 ,415

9 ,1 65
8 ,7 25

8 ,600
8 ,1 79

7 ,3 62

6 ,8 10

6 ,2 53

5 ,725

5 ,219

4 ,7 51

4 ,317
3 ,902

0

1 ,0 00

2 ,0 00

3 ,0 00

4 ,0 00

5 ,0 00

6 ,0 00

7 ,0 00

8 ,0 00

9 ,0 00

10 ,000

S50 S55 S60 Ｈ 2 Ｈ 7 Ｈ 12 Ｈ 17 Ｈ 22 Ｈ 27 Ｈ 32 Ｈ 37 Ｈ 42 Ｈ 47 Ｈ 52

（ 人） 年齢3区分別人口の推移

年少人口

老年人口

生産年齢人口

総人口

まち・ひと・しごと創生本部推計値 
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人口増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】平成 22 年（2010 年）までは「国勢調査」のデータに基づく実績値、平成 27 年（2015 年）以降は「国立

社会保障・人口問題研究所」のデータに基づくまち･ひと・しごと創生本部推計値 

   

■人口減少は、従来、生産年齢人口と年少人口が要因となっていました。しかし、昭和 50

年（1975 年）以降増加を続けてきた老齢人口も、平成 12 年（2000 年）頃からは微減傾向

となり、将来的にはさらに減少すると予想され、人口減少が全人口に起因する状態になっ

ていきます。 

また高齢化率は、今後約 50%前後で推移していきます。 

   

S60    H2      H7    H12    H17     H22     H27      H32     H37     H42     H47     H52 
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 ４ 職員数の状況  

◆ 第 1 次及び第 2 次定員適正化計画においてはそれぞれ、3 人退職に対し 1 人の採用、

2人退職に対し 1人の採用を基本としましたが、第３次計画では新たな行政需要や年度

途中に顕在化する緊急課題に対応できない状況を避けることを基本に、平成 27年度を

基準年とし１人加えた 98人が基準数としています。 

◆ 職員数（教育長を含まない）は、平成 17 年の合併時 114 人から平成 31 年度当初で

100 人となり、14 人の減員（12.3％の減）となりました。 

◆ この間、高齢層の職員比率が高い状況が続いたものの、平成 27 年度以後は、徐々に

バランスの取れた構成となりましたが、令和 3 年以降は高齢層の職員比率が高い状況

になることが予想されます。 

表１ 職員数の推移（単位：人） 

 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

合 計 114 110 109 104 103 103 101 100 98 97 97 

 10～20 代 21 16 14 13 13 13 11 13 14 14 15 

 30 代 27 26 26 28 29 29 29 27 27 25 27 

 40 代 33 34 32 30 31 26 25 27 25 26 27 

 50 代 33 34 37 33 30 35 36 33 32 32 28 

 H28 H29 H30 H31 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7  

合 計 98 99 101 100 98 98 98 98 98 98  

 10～20 代 22 24 25 23 20 17 16 12 14 15  

 30 代 22 23 24 24 27 29 29 32 31 30  

 40 代 26 26 28 29 29 29 27 27 25 27  

 50 代 28 26 24 24 22 23 26 27 28 26  

※教育長を含まない、毎年度 4月 1日現在の職員数。 

※平成 31年度までは実績値、令和 2年度からは職員数 98 人を維持したときの推計値 

 

 

◆ 会計年度任用職員数について 

 令和 2 年度から、会計年度任用職員制度が開始となります。これまでの特別職非常勤

職員及び臨時的任用職員の任用要件が厳格化し、大半が会計年度任用職員に移行しま

す。                   

33 34 37 33 30 35 36 33 32 32 28 28 26 24 24 22

33 34 32
30 31 26 25 27 25 26 27 26 26 28 29 29

27 26 26
28 29 29 29 27 27 25 27 22 23 24 24 27

21 16 14 13 13 13 11 13 14 14 15 22 24 25 23 20

0
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H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2
人

年度

職員年齢構成推計

10-20代

30代

40代

50代
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 平成 31年度特別職非常勤職員及び臨時的任用職員 182 人 

 令和 2 年度会計年度任用職員           186 人 

 人数は任用件数 

【出典】総務省の会計年度任用職員の給与等に関する調査（調査票７）に基づく数値 

  

◆ このような状況の中、住民ニ－ズに対応した経営体としての行政組織のあり方が求

められていることを踏まえ、財政の健全化と公共サ－ビス向上の均衡を保ちつつ、本町

の特性を踏まえた適正な定員管理を推進し、限られた人材を有効に活用する体制を構

築する必要があります。 

 

◆ 考えられる対応策 

① 職員及びチームの能力向上、多能化 

② 事務事業の選択と集中（見直し、効率化、縮小、削減）→ サンセット方式 

     サンセット方式 太陽（サン）が沈む（セット）ように「期限付け」という手法。 

例えば 3年、5年の期限をつけ、その期限がきたら継続中でも一切取りやめにす

るという約束を予算査定時に取り決める 

③ 行政が担う役割の見直し（住民との協働、地域への権限移譲）→ 補完性の原則 

補完性の原則 

個人でできることは個人で行い、できない部分を地域や民間が補完し、地域や民

間でできないところを行政が補完するという原則。 
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